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三田市未来への財政ロードマップ 第１次実行計画

～ 未来への一歩を こどもたちのために ～

令和７年12月



第１次実行計画の構成
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 取組項目ごとの進捗状況を明確にするために、年度ごとの目標効果額と実績効果額を示しています。

 財政効果見込額は、根拠が明確で金額の見積もりが可能な「直接的な効果」を中心に算定しており、現時点で数値化が難しいものは

原則として計上していません。

 毎年度の進捗状況等を踏まえ、実行計画の内容やスケジュール、財政効果見込額などを適宜見直すこととします。

【記載例】

取組の概要や趣旨を記載しています

取組項目名を記載しています 取組の中心となる所管課名を記載しています

戦略名を記載しています 取組方針名を記載しています

取組内容を記載
しています

第１次実行計画期間(R7～R9)の
行動計画を記載しています

各年度の取組実績を記載します

効果額の目標を記載しています

取組期間(R7～R16)の財政効果見込額を記載しています
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取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

【基本的な考え方】

少子高齢化の進展や人口減少が続く中では、本市の税収基盤は弱体化し、財源の減少が避けられません。このような厳しい環境で

は、将来にわたり持続可能な行財政運営を確立することが一層難しくなります。行政サービスの安定提供や地域経済の維持、そし

て市民生活の質の向上には、安定した財源の確保が不可欠です。

特に納税者数や労働力人口の減少は、税収減少や財政の硬直化、サービスの質低下といった課題を生み出します。だからこそ、将

来にわたり安定した財源を確保し続けることが、行財政運営の基盤を支える重要な要素となります。安定した財源をもとに計画的

な施策の実行や緊急対応を可能にし、地域の持続的な発展と住み慣れた地域での安全・安心な暮らしを守っていきます。

こうした課題認識により、人口減少の抑制、税収を含む多様な財源の確保に向けた取組を着実に進めていきます。



戦略01 人口減少抑制による税収基盤の強化
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10年後も、10万人が「三田っていいまち！」と思えるまちをめざし、市が持続可能なまちであり続けるため、30代・40代をメインター

ゲットに移住定住施策を展開します。特に、市外在住の市内在勤者を重点対象とした移住支援の推進を始めとして、三田市にゆかりのあ

る人を主たる対象に、若年時からの郷土愛醸成を通じたUターン・定住に係る施策を推進します。

取組01 若者・子育て世代の移住・定住促進 【所管課】総合政策部 政策課/移住定住促進課

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

• 住宅の流通促進

• 移住支援

• 暮らしの体験

• 情報発信

• 定住対策

• 少子化対策

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 3.0百万円 17.3百万円 28.8百万円 累計 49.1百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 2 百万円

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

3.0 17.3 28.8 40.3 51.8 63.2 74.7 86.2 97.7 109.2 572.2 令和17年３月の人口100,000人程度を前提に算定

住み替え支援補助、三田市移住支援金

住宅循環促進（セミナー、意識啓発） → 住宅流通促進事業

お試し移住、うぇるかむ三田支援金、オーダーメイドさんだツアー

広告宣伝、移住相談会、移住相談フェア、移住者交流会



◆うぇるかむ三⽥⽀援⾦(宿泊補助)

情報発信

◆移住相談窓口「Sanda住まいる」
◆移住相談フェア ◆移住者交流会

◆広告・宣伝/PR 紙媒体、HP・SNS発信

住宅の流通促進
◆住み替え⽀援補助 市内で新築中古住宅へ住み替える若年世帯等に

購入費を補助 ・ 市内企業に在勤の方に加算
◆三⽥市移住⽀援⾦ 東京圏から市内へ移住し要件を満たした方へ補助

移住支援

◆住宅循環啓発 住まいのセミナー・住まいの相談会等の実施

移住

三田市に来訪
三田市を体験

三田市を知る

暮らしの体験
◆お試し移住 ◆オーダーメイドさんだツアー

循環 ◆住宅流通促進

１０年後に１０万⼈維持︕三⽥市 移住定住促進グランドビジョン

地域ぐるみの子育て / 伝統⾏事・祭り / 地域コミュニティ

定住対策 〜年代に応じた⾃⼰実現プログラム〜 「やってみたいがかなう」まちの土壌づくり

幼児期 小学生 中学生 高校生 大学生

「私の暮らしがかなうまち」へ

妊娠期 若者・
子育て世代

転職・結婚・出産等を契機とした回帰

少子化対策
◆企業連携による結婚⽀援
◆婚活⺠間事業補助
◆結婚新生活⽀援

✨さんだの魅⼒✨
農村・NT・市街地︓⾃然環境、景観、利便性 等

★市内企業を対象とした周知活動

STAGE1

STAGE２

STAGE3

移住への関心・意欲の上昇に応じた
適切なサービスの提供

観光施策との連携

交流⼈口・⼊込客数・三⽥ファンの増加

★観光の転換
通過型観光→滞在型観光（宿泊など）

ふるさと納税の充実
産品等から来訪意欲の向上を図る

↑
移
住
意
欲
の
醸
成
↑

✨さんだの魅⼒✨
産品︓三⽥⽶・三⽥⽜・⿊⾖ 等

好きなことを言語化・発表する 「やってみたい」を実現する好きなことを⾒つける

相談・交流

戦略01 人口減少抑制による税収基盤の強化

（補足説明） 若者・子育て世代の移住・定住促進

●三⽥市６つの無料化
（医療費の無料化・中学校給⾷の無料化 等） ●仕事の創出、企業誘致、市内企業への就職 ●ブランド化の推進

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開
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戦略01 人口減少抑制による税収基盤の強化
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（補足説明） 若者・子育て世代の移住・定住促進

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

【目標設定の考え方】

 令和７年２月に公表した三田市財政収支見通し（令和７年度～令和16年度）では、市税収入を「三田市こども計画（以下、「こども計画」

という。）」の人口推移に基づいて算定しているため、実人口をこども計画の人口推計よりも上振れさせることで収支は改善します。

 そこで、財政ロードマップの目標年度である令和16年度（令和17年３月末）の人口について、下記を目標として設定し、第２期総合戦

略の取り組みに加え、人口減少抑制施策に取り組みます。

現状
（R7.4）

こども計画推計人口
（R17.3）

目標人口
（R17.3）

目安

105,949人 95,357人 100,000人以上 こども計画の推計人口をおよそ４年後ろ倒し

R8.3 R9.3 R10.3 R11.3 R12.3 R13.3 R14.3 R15.3 R16.3 R17.3

105,481 105,801 105,774 105,133 104,427 103,711 102,941 102,121 101,259 100,327

目標人口 （単位：人）



戦略01 人口減少抑制による税収基盤の強化
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取組01 若者・子育て世代の移住・定住促進 【所管課】総合政策部 政策課/移住定住促進課

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

【財政効果見込額の考え方】

 理論上は、市税収入が増加した場合、国から交付される普通交付税の算定において増加額の75％が基準財政収入額に算入されるた

め、市全体としてはその分普通交付税が減少する仕組みになっています。そこで、財政効果見込額は、市税収入増加額－普通交付税の

減少額（市税収入増加額の75％）として算定します。

 厳密には、市民１人の増加により基準財政需要額や一般的な行政コストも増加しますが、その影響を推計することは困難であり、

実際の検証も困難であることから、その影響は財政効果見込額には含めないものとします。

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計

市税収入の増 ① 12.0 69.0 115.0 161.0 207.0 253.0 299.0 345.0 391.0 437.0 2,289.0

普通交付税の減
（①×75％）

② 9.0 51.7 86.2 120.7 155.2 189.8 224.3 258.8 293.3 327.8 1,716.8

財政効果見込額 ③（①-②） 3.0 17.3 28.8 40.3 51.8 63.2 74.7 86.2 97.7 109.2 572.2

（単位：百万円）



戦略02 寄附・クラウドファンディングの推進
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取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組02 寄附・クラウドファンディングの推進体制の強化 【所管課】総合政策部 公民連携推進課/地域医療推進課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

• 基金設置

• 寄附・クラウドファン
ディングの推進体制の

強化

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 40.0百万円 40.0百万円 累計 80.0百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

（仮称）地域医療確保基金 設置
（仮称）企業版ふるさと納税基金 設置

寄附・クラウドファンディングの推進体制の強化

個人や企業等の三田市に対する共感や応援の気持ちを、市のまちづくりに活かしていくため、寄附やクラウドファンディングの取り組み

の充実強化を図ります。また、寄附者との継続的な関係構築や寄附による具体的な成果を発信することで、より多くの方々に市の魅力と

取り組みを知っていただき、参画機会を広げていきます。

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 360.0 企業版ふるさと納税分…40百万円/年×９年



戦略03 税収確保に向けた取組の推進
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市民税・固定資産税等の市税の課税・徴収体制の強化を図るとともに、引き続き税務署等と連携した調査や現地調査などを行い、課税

状況と実態を点検することで課税客体の的確な捕捉と課税の公平性の向上に努めます。また、口座振替の推進等による現年度の収納率

を向上させることで、着実な税収の確保を図ります。

取組03 税収確保に向けた取組の推進 【所管課】財務部 税務課/収納対策課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

• 課税・徴収体制の強化

• 課税客体の的確な捕捉

• 口座振替の推進

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 2.0百万円 2.0百万円 累計 4.0百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 2 百万円

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

課税・徴収体制の強化

口座振替の推進

課税客体の的確な捕捉

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 18.0 ２百万円×９年



戦略04 受益者負担（使用料・手数料等）の適正化
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社会経済情勢の変化や今後増大する施設の更新経費等に対応するため、令和７年２月に策定した「受益者負担の基本的な考え」に基づ

いて、使用料・手数料の見直しを行い、行政サービスにおける受益者負担の公平化、適正化を図ります。

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組04 使用料及び手数料の改定 【所管課】財務部 財政課/公共施設マネジメント推進課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

使用料・手数料の見直し 使用料及び手数料は、４年ご
とに定期の検証を行い、必要
に応じた見直しを実施します。

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 96.0百万円 96.0百万円 累計 192.0百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

手数料条例改正・周知等

使用料・手数料改定

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 96.0 96.0 96.0 96.0 96.0 96.0 96.0 96.0 96.0 864.0
96百万円/年×９年 ※R8.4～の使用料・手数料改定（議
決済）による



戦略04 受益者負担（使用料・手数料等）の適正化
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平成17年度に策定（同18年度改定）された「貸館等使用料の減免等に関する基本的な方針」について、社会の変化等に即して見直すと

ともに、制度運用を適正化し、政策目的と公費で負担すべき水準の調整を図ります。

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組05 公共施設使用料減免制度の適正化 【所管課】総合政策部 政策課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

公共施設使用料減免

制度の適正化

【参考】
公共施設使用料減免額
令和５年度実績：51百万円

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

市公共施設減免

状況の把握と方針

見直し（案）作成

• 関係団体への説明等
• 例規等改正（必要に応じて）
• 広報・ホームページ・チラシ等で
の周知

新たな減免方針に基づいた

運用開始

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。



戦略04 受益者負担（使用料・手数料等）の適正化
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土地や建物、工作物など、行政財産の目的外使用等に関する使用料基準を改定し、新たな基準のもと評価を行い見直していくことで、負

担の公平性を確保します。

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組06 行政財産使用料の適正化 【所管課】総務部 財産管理課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

行政財産使用料の適正
化

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。

使用料基準

見直し（案）作成
• 関係団体への説明等
• 例規等改正（必要に応じて）
• 広報・ホームページ・チラシ等で
の周知

新たな基準に基づいた

運用開始



戦略04 受益者負担（使用料・手数料等）の適正化
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取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組07 ごみ処理施策の充実と支える仕組みづくり 【所管課】市民生活部 クリーンセンター

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

持続可能なごみ処理施策
のあり方検討

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。

市民の皆さんの取り組みにより、ごみの減量化は進んでいますが、他方で、クリーンセンターが老朽化し、新たなごみ処理施設の整備費

用として約200億円、その運営費用として毎年約６億円が必要となります。また、高齢者や障害者が在宅生活を継続するためのごみ出し

支援（福祉収集）が必要なことなど、ごみ処理施策の充実が喫緊の課題となっています。

このような状況を踏まえ、令和８年度からの第５次三田市一般廃棄物処理基本計画の策定においては、市民意見や有識者からの助言等

を通じて、持続可能なごみ処理施策のあり方について、財政的なことを含めて検討していく必要があります。

第５次三田市一般廃棄物処理基本計画の策定

第４次計画の振り返り
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市で実施している各種講座等について、サービス原価や受益者負担率の検証を行ったうえで、社会経済情勢や市民の価値観、サービス

の利用実態の変化等を勘案しながら、適切な受益者負担額の設定や講座内容の見直しを行います。

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組08 各種講座受講料の適正化 【所管課】財務部 財政課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

各種講座受講料の適正
化

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 1.6百万円 3.6百万円 累計 5.2百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 2 百万円

サービス原価の把握

適切な受益者負担率の設定等

見直し後の受講料・講座内容等での実施

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 1.6 3.6 4.9 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 49.1
R8～さんだ生涯学習カレッジ受講料の見直し
R9～さんだ生涯学習カレッジプログラムのスリム化
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県および沿線自治体がＪＲ西日本に貸付けた福知山線複線化工事に係る貸付金償還金の返済を受けます。

取組方針Ⅰ 未来を支える人口・財政戦略の展開

取組09 福知山線複線化工事に係る貸付金償還金の受領 【所管課】都市整備部 交通政策課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

貸付金償還金の返済受
領

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 17.6百万円 110.4百万円 累計 128.0百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 2 百万円

協議・調整

返済受領

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 17.6 110.4 217.8 277.5 231.6 90.8 0.0 0.0 0.0 945.7 償還スケジュールに基づく
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取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

【基本的な考え方】

施設の老朽化や維持管理にかかる費用が年々増加しており、人口が減少しているにもかかわらず、全ての公共施設を従来どおり維

持し続けることは財政的に非常に困難となっています。

また、市民のニーズも、整備当初から変化が生じていることが想定され、市民の声を聴きながら新しいニーズを取り込んだ機能を持

つ公共施設へと変化する必要があります。

これからの本市の公共施設マネジメントは、老朽化などの施設自身の課題からの存続廃止の議論だけでなく、機能面（サービスの質

と量）の適正化を目指し、多機能化、集約化等を通じて施設総量のコントロールに転換していく必要があります。

特に、小・中学校の再編統合にあたっては、こどもたちの教育環境の充実にとっても極めて重要であることから、市長部局と教育委

員会が連携しながら将来的な方針を定め、旧校舎等の跡地活用も含め計画的かつ着実に進めていきます。

地域の実情や将来のニーズを的確に見極めながら、市民とともに計画的かつ戦略的に取り組んでいきます。
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市有財産の積極的な有効活用を図るため、利用状況を的確に把握した上で、民間等への売却・貸付が望ましい財産を速やかに処分・利活用

します。これにより、固定資産税等の財源確保のみならず、まちの活性化等につながる取り組みを進めます。

取組10 市有財産の売却・貸付の推進 【所管課】総合政策部 地域医療推進課/総務部 財産管理課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

市有財産の売却・貸付の
推進

現市民病院跡地、その他市街

地の市有地

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 77.0百万円 200.0百万円 6.0百万円 累計 283.0百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 2 百万円

市有財産の調査・検討
市有財産の売却・貸付実施

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

現市民病院の跡地活用事業者選定、基本協定、売買契約締結

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

77.0 200.0 6.0 6.0 6.0 6.0 2,026.0 32.0 32.0 32.0 2,423.0 売却等収入と固定資産税の積上げ
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人口減少に対応し、活力あるまちを維持するため、公共施設マネジメントの観点のみならず、まちづくりの観点からもテーマ型公共施設

が有する機能等の最適な配置（集約や価値の付加等を含む。）について検討します。また、配置の実現に向けては、公民連携の枠組みを活

用して民間事業者の優れたアイデアやノウハウを最大限活用するなどし、市民や利用者にとって使いやすく、地域の活性化にも資する施

設となることを目指します。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組11 サービス・機能等の適正配置の検討 【所管課】総合政策部 政策課/財務部 公共施設マネジメント推進課/都市整備部 都市デザイン課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

サービス・機能等の適正
配置の検討

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

調査・検討

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。

構想作成
事業手法の検討

公民連携手法の検討
連携 連携
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文化センターのあり方について、取組11とも整合をとりながら、 市民ニーズや時代にあった持続可能な文化施設の機能を精査し、基本

方針を策定します。検討にあたっては、民間活力を活用した事業手法等を想定し、図書館、文化関連施設（ふるさと学習館、歴史資料収蔵

庫、市史編さん事務所）との複合化も視野に入れながら検討します。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組12 文化センターのあり方検討 【所管課】市民生活部 文化スポーツ課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

文化センターのあり方
検討

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

施設機能の精査
（ニーズ把握等）

将来像を具体化する
事業手法等の検討 基本方針

策定

基本方針に基づく
取組の実施

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。

取組11 サービス・機能等の適正配置の検討
構想作成

連携
連携
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取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

• 市民センター等の
あり方検討

• 行政サービス機能の
見直し

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 56.7百万円 累計 56.7百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

取組13 市民センター等のあり方と運営体制の検討 【所管課】市民生活部 地域づくり推進課

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 56.7 56.7 56.7 56.7 56.7 56.7 56.7 56.7 453.6 56.7百万円×８年

市民センター等のあり方検討
方針決定→市民への周知

検討結果に基づく

取組実施

戦略07 公共施設の最適化 取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

行政サービス機能の見直し検討
方針決定→

市民への周知

市民センター等の役割や機能について、地域の実情に応じた検討を行い、必要な見直しを進めます。その中で市民センター等で取り扱って

いる各種証明書の発行事務や公金収納事務などの行政サービス機能については、利便性の確保に留意しながら、利用実態や業務効率の観

点から本庁およびコンビニ交付への集約を検討します。
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放課後児童クラブについては、今後の児童数の推移をもとに必要な定員を確保するための適切な規模を見極めながら、順次、施設の集

約を進めます。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組14 放課後児童クラブの施設数の見直し 【所管課】子ども・未来部 子ども育成課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

児童クラブの施設数の見
直し

R10から、児童数の推移に
合わせて施設を集約

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

施設運営の方向性の検討 保護者、地域及び

関係機関との調整

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 104.0 104.0 閉所または統合による市負担額（13施設）
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今後の就学前人口の推計を踏まえ、各施設の受け入れ人数と適切な規模を見極めたうえで、近隣に所在する三田保育所及び三田幼稚

園については将来のあり方を検討します。検討にあたっては、「認定こども園化」を視野に必要な施設要件を整理し、統合や分園の可能性

について見定めていきます。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組15 三田保育所・三田幼稚園のあり方検討 【所管課】子ども・未来部 保育振興課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

三田保育所・三田幼稚園
のあり方検討

R10～検討結果に基づく取
組開始

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

検討結果に基づく
取組準備

あり方検討及び
関係機関との調整

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。
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園児数の減少が顕著な松が丘幼稚園について、これまで推進してきた幼稚園再編の考え方と同様に、望ましい教育環境を確保する

ため、ありまふじ幼稚園との統合に向けて保護者・地域・関係機関との調整を行い、令和11年度からの実施を目指します。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組16 松が丘幼稚園とありまふじ幼稚園の統合 【所管課】子ども・未来部 幼児教育振興課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

松が丘幼稚園とありまふ
じ幼稚園の統合

R11.4～統合幼稚園の開園

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 2.5百万円 30.1百万円 累計 32.6百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

保護者、地域及び
関係機関との調整

統合準備

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 2.5 30.1 6.3 3.5 5.2 14.7 14.7 14.7 14.7 106.4
・維持管理費相当額3.9百万円/年×６年
・松が丘幼稚園改修工事未執行相当額123.2百万円
・園児送迎バス経費（１台を想定）▲6.7百万円/年×６年
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三輪幼稚園については、今後の就学前人口の推計や三田駅周辺の就学前施設の状況、公立幼稚園の方向性等を踏まえ、民間事業者に

よる「認定こども園化」を選択肢の一つとして、今後のあり方を検討します。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組17 三輪幼稚園のあり方検討 【所管課】子ども・未来部 幼児教育振興課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

三輪幼稚園のあり方検討 R10以降に、検討結果に基づ
く取組開始

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 2.5百万円 30.1百万円 6.3百万円 累計 38.9百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

あり方検討及び
関係機関との調整 検討結果に基づく

取組準備

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

2.5 30.1 6.3 6.3 △1.4 8.1 8.1 8.1 8.1 8.1 84.3
・維持管理費相当額3.9百万円/年×６年
・改修工事未執行相当額140.7百万円
・園児送迎バス経費（２台を想定）▲13.3百万円/年×６年
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新統合中学校建設事業については、建設物価の高騰や実勢工事費等を踏まえて事業費を見直しながらも、こどもたちにとって最適な学

習環境を提供できるよう、計画的に整備を進めます。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組18 新統合中学校（上野台中・八景中）建設事業 【所管課】学校教育部 学校再編課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

上野台中学校と

八景中学校の再編統合

・令和10年度～工事着手

・令和13年4月開校目標

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

基本構想・基本計画策定
設計（基本設計・実施設計・造成設計）

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

104.1 104.1 事業費見直しによる 124億円→95億円

用地取得

用地取得準備

（行政手続、測量など）
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取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

（補足説明） 新統合中学校建設事業における概算事業費の精査について （※令和７年８月現在）

コンセプト：多様な学びに効率的に対応できる開放的な配置

① 面積削減等による精査

プール規模の見直し、柔道場と剣道場の共用化、配膳室の集約など仕様等を見直し、効率的な配置とすることで積算面積を

約2,500㎡削減しました。

② 建築単価の精査

建築単価は、全国の平均値や他事例を参考に、物価調整を含まず450千円/㎡としました。

（見直し前560千円/㎡→見直し後450千円/㎡）

③ その他事業費の精査

事業の進捗に伴う造成や用地補償等の精査による事業費（一般財源額）の増加

①面積削減等による精査及び②建築単価の精査により、45億円を削減し、③その他事業費の精査により16億円増加したため、

事業費全体としては、29億円減少しました。

なお、上記の精査を反映した詳細な事業内容及び財政負担等については、今後、基本構想（案）・基本計画（案）の公表に合わせ示す

予定です。

「取組19 その他小・中学校等の再編統合」にあたっては、上記の新統合中学校の整備事業費の節減を１つのモデルとしつつ、既存施設の

活用によりこどもたちの教育環境の充実に向け、再編統合を速やかに進め、将来を見据えた持続可能な学校施設の運営を目指します。
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取組18以外の小・中学校等の再編統合については、施設の新設整備を行わず既存施設の活用を前提とすること、廃止となる校舎等に

ついてその活用内容が決定するまで解体を行わないことを原則とします。これらにより、将来的な児童生徒数の推移を踏まえながら、適

切な学校規模を見極め、教育環境の充実を図るため速やかに再編統合を進めます。

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

その他小・中学校等の
再編統合

（左記の手順以降）

保護者、地域等との検討・協

議を踏まえ、再編統合を順次

推進

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 2.8百万円 8.6百万円 累計 11.4百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 2 百万円

再編の手法、時期や

進め方の再検討 検討内容に基づき、各地域で説明・協議、意見聴取等を実施

取組19 その他小・中学校等の再編統合 【所管課】学校教育部 学校再編課

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

1,184.0 1,184.0 小・中学校解体工事費相当額
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公園特性に応じた利用促進や利便性向上を図るため、管理運営への民間活力の活用（Park-PFI、企業、地域団体等）に向けた取り組み

を進めます。（モデル候補：深田公園、中央公園、テクノ公園、小野公園、下青野公園）

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

取組20 公園施設における民間活力導入 【所管課】都市整備部 建設課/管理課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

公園施設における民間活

力導入

モデル公園で得られた成果を
他の類似公園にも広げて活用
していきます。

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 3.0百万円 累計 3.0百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 2 百万円

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 3.0 3.0 6.0 6.5 7.0 7.5 7.5 7.5 48.0

○R9～：３百万円/年
・駐車場使用料（４公園）、テクノ公園維持管理費
○R11～：３百万円/年
・深田公園維持管理経費
○R12～、R13～、R14～：各0.5百万/年
・公園使用料収入（３公園）
※R5年度公園維持管理費149百万円(167公園)

公園マネジメント計画策定

スキームの検討

導入可能性調査実施

利活用方法の検討

公園マネジメント計画
基礎調査
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まちの発展とともに集中的に整備した公共施設が一斉に改修時期を迎えています。これらを同時期に改修すると公債費負担が集中する

ため、年度ごとの投資経費の見通しに基づいて改修時期を調整し、段階的に改修を行うことで、将来の財政負担を分散化します。

取組21 施設改修時期の見直しによる公債費負担の分散化 【所管課】財務部 財政課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

改修時期の見直しによる
公債費負担の分散化

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

公債費負担の分散化

取組方針Ⅱ 未来を見据えた公共施設等のマネジメント

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。
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取組方針Ⅲ 未来へつなぐ共創のしくみ

【基本的な考え方】

地域課題の多様化・複雑化が進む中で、行政だけではすべての課題に対応することが難しくなっています。限られた財源や人材の

中で、持続可能かつ質の高い公共サービスを提供し続けるためには、行政と地域、民間が連携し、共に課題解決に取り組む「共創」

の仕組みがこれまで以上に重要となっています。

特に、人口減少や少子高齢化の進行、地域コミュニティの変化などにより、従来の行政手法では対応しきれない課題が顕在化して

おり、多様な主体の参画と協働・共創が不可欠です。それぞれの立場や強みを活かした連携を築くことで、より実効性の高い取組

が可能となります。

こうした共創の取組を積み重ねることで、地域全体の力を最大限に引き出し、時代や社会の変化に柔軟に対応しながら、公民が力

を合わせて未来を切り拓くまちづくりに、引き続き意欲的に取り組んでいきます。
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補助金・負担金については、社会経済情勢や市民ニーズの変化等を踏まえ、公益上の必要があるかを定期的に点検する必要があります。

そこで、平成28年に策定した「補助金等見直しガイドライン」をアップデートするとともに、個々の補助金等の再点検を実施し、まちづくりに

果たす役割を見極めることで、団体運営補助や事業補助（イベント・大会補助を含む。）などの適正化を図りながら効果的な支援につなげて

いきます。

取組22 補助金・負担金のあり方検討 【所管課】財務部 財政課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

補助金・負担金のあり方

検討

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

評価手法の見直し

再点検・見直し実施

取組方針Ⅲ 未来へつなぐ共創のしくみ

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。
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人口減少や少子高齢化にともなって顕在化してきた、地域や産業の担い手不足などの社会的・地域的課題に対して適切な対応ができる

よう、人口減少下にあっても地域やまちの活力を維持するための支援などに係る方針を検討し、当該方針に基づく施策・事業の再構築を

行います。

取組23 人口減少・少子高齢化によって生じている課題への適切な対応 【所管課】総合政策部 政策課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

地域社会の変化に応じた

事業の検証と再構築

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

現状把握・課題整理・方針(案)作成

関係団体等との調整

取組方針Ⅲ 未来へつなぐ共創のしくみ

現状に適応した

施策・事業の再構築

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。

方針に基づいた施策・事業検討
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地域課題の解決や行政サービスの質的向上を図るため、民間企業や団体等が有する多様な資源（人材・技術・ノウハウ・施設・資金等）を

柔軟かつ戦略的に活用し、公民連携先進都市としてのブランドを確立します。これにより、持続可能で質の高い行政サービスの提供と地

域経済の活性化を同時に実現し、市民生活の向上と地域の持続的発展を目指します。

取組24 民間資源を活用した公民連携モデルの創出 【所管課】総合政策部 公民連携推進課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

持続可能な公民連携
モデルの確立

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

民間企業や団体等との連携・調整

取組方針Ⅲ 未来へつなぐ共創のしくみ

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。
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取組方針Ⅳ 未来に応える組織体制の強化

【基本的な考え方】

人口減少による労働力不足が進行する中で、地方行政においても人材の確保が年々困難になっており、長期的には職員数そのも

のが減少していくことが見込まれます。こうした状況下においても、質の高い行政サービスを継続して提供していくためには、

限られた人員でも柔軟に対応できる効率的な組織体制の構築が不可欠です。

また、今後は、職員一人ひとりがより広い視野と役割を持ち、状況に応じて多様な業務に対応できる「多能化」、いわばゼネラリスト

としての資質がこれまで以上に求められます。個々の守備範囲を広げ、チームとしても生産性を向上させていくには、事務の効率

化や働き方改革に加え、改めて基本に立ち返り「整理整頓」「業務の見える化」「マニュアルの点検」などを通じて業務の軽量化を図

るとともに、属人化を解消し、誰もが業務を遂行できる仕組みづくりが重要です。

こうした取組を通じて、職員数が減少する状況でも職員が担うべき役割をコア業務へ集中させるとともに、職員がより力を発揮し

やすい環境を整え、組織の柔軟性と対応力を高めることで、将来を見据えた持続可能な行政運営の基盤を築いていきます。
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取組方針Ⅳ 未来に応える組織体制の強化

取組25 効果的かつ効率的な意思決定と業務執行を行うことができる体制の構築 【所管課】総合政策部 政策課/総務部 人事戦略課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

• 組織再編（毎年）

• 職員の資質向上

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

持続可能で効率的な組織体制への再編
（毎年の組織改正で検討）

限られた資源の中で、多様化する行政課題に対応するためには、効率的かつ効果的な意思決定や業務執行が必要となります。この観点

から、一人の職員が多様な業務に対応できるだけの知識やスキルを有する「多能化」（関連：取組29）の推進によって属人的な業務の解消

や職員の資質向上などに努めるとともに、部・課・係の適正規模を検討することで組織のスリム化を図り、効率的な意思決定と業務執行が

できる体制を構築します。

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。

多能化等の検討
多能化の導入等
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取組方針Ⅳ 未来に応える組織体制の強化

（補足説明） 効果的かつ効率的な意思決定と業務執行を行うことができる体制の構築

高い 事業の優先度 低い

３ ４

２ １

（表①） 業務の分類

コ
ア

業
務
の
性
質

ノ
ン
コ
ア

【表①業務の分類 の説明】

上記表は、市の全業務を「事業の優先度」と「業務の性質」で分類し、第１分類～第４

分類に整理しています。

 第１・4分類の業務

最も見直しの余地が大きい領域であり、事業の集約・縮小・廃止を優先的に

検討できる業務。

 第2分類の業務

職員対応が適切な業務。（いわゆるコア業務）

 第3分類の業務

上記以外の業務。庁内で一元化し、必要に応じて外部委託（アウトソーシング）

可能な業務。（いわゆるノンコア業務）

高い 事業の優先度 低い

３
業務一元化・
外部委託

４
集約・縮小・
廃止

２
１

集約・縮小・
廃止

コ
ア

業
務
の
性
質

ノ
ン
コ
ア

【表②今後の対応 の説明】

 全国的な労働力不足による労働力確保の競争が激化し、人材

の流動化も進む中、市役所においても人材確保が困難な状況

にあります。

 このため、今後は、人的資源をコア業務（第２分類）に集中させ、

職員数が減少しても行政サービスの水準を維持・向上できる

体制を整備します。

 具体的には、「事業の選択と集中」により、第１・第４分類の業務を

第２・第３分類へ集約、縮小または廃止します。

 また、庁内定型業務の一元化や外部委託（アウトソーシング）な

どにより、第３分類の業務を削減します。

 併せて、職員の多能化を進め、属人的な業務の解消や職員の

資質向上に努めます。

 なお、庁内定型業務の一元化や外部委託（アウトソーシング）の

実施にあたっては、「整理整頓」「業務の見える化」「マニュアル

の点検」などを通じて業務を軽量化し、その実効性を高めます。

（表②） 今後の対応

【イメージ図】
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取組方針Ⅳ 未来に応える組織体制の強化

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

庁内定型的業務の一元
化

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

庁内の定型的・共通的な事務を一元化し、業務の効率化を図ります。各課で個別に行っている定型的・共通事務の集約・標準化とアウト

ソーシングを推進することで職員のコア業務への集中を可能とし、市民サービスの向上につなげます。さらに、これらの取組を進めること

で将来の人材確保が困難な情勢においても持続可能な職員規模を目指します。

取組26 庁内定型的業務の一元化 【所管課】総務部 人事戦略課

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 現時点では効果額不明のため見込んでいない。

現状把握・方針決定
取組準備

取組実施
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取組方針Ⅳ 未来に応える組織体制の強化

県内複数の自治体による電力の共同購入を通じてスケールメリットを生み出し、個別調達よりも有利な価格で電力を調達するとともに、

再生可能エネルギーの利用を促進することで脱炭素の実現に貢献します。

取組27 再エネ電力共同オークションの活用 【所管課】総務部 財産管理課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

再エネ電力共同
オークションへの参入

• 参加意向表明
• 協定締結
• 電力会社の決定

対象：市内高圧施設(約50施
設)
（内訳)
本庁舎・２・３号庁舎・南分館・
保育所・小学校・中学校・消防
署等を想定

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 30.0百万円 30.0百万円 累計 60.0百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 270.0 電気代削減額（30百万円×９年）

現状把握・取組準備
取組開始（新契約での供給開始） 取組継続

（共同オークションを毎年実施）
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取組方針Ⅳ 未来に応える組織体制の強化

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

• ペーパーレス化の推進

• 統合型GISの活用

• オンライン手続き拡充

• 書かない窓口導入

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 3.0百万円 6.4百万円 11.4百万円 累計 20.8百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

庁内啓発 実 施

取組28 自治体DXによる事務の効率化 【所管課】総務部 財産管理課/DX推進課

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

3.0 6.4 11.4 18.4 18.4 18.4 18.4 18.4 18.4 18.4 149.6
・ペーパーレス化 8.4百万円/年
・統合型GIS システム保守運用に係る経費縮減

GIS活用(3課) GIS活用(5課)GIS活用(4課)

今後も人口減少が見込まれる中、本市が持続可能な形で行政サービスを提供していくために、デジタル技術やAI 等を活用して業務を

効率化し、限られた人的資源でも十分なサービスが維持できる仕組みを作っていきます。また、オンライン手続きや窓口ＤＸを推進し、更

なる市民の利便性を図ります。

施設予約システム更新 電子申請拡充 コンビニ交付拡充（戸籍）

証明発行・住民異動・
マイナンバーカード窓口で導入

市民課・国保医療課・
介護保険課の手続き拡充

本庁舎2階子どもフロアの
手続き拡充
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取組方針Ⅳ 未来に応える組織体制の強化

職員の働き方改革を更に推進する中で業務効率化や生産性向上を図り、時間外勤務を含む総人件費の抑制に努めます。また、業務量削

減や属人化の解消などを図り、多様な業務に対応できるだけの知識やスキルを有する「多能化」を推進することで職員配置を見直し、効

率化と将来人口動態を踏まえた適正化の相乗効果による総人件費の抑制を進めていきます。

なお、働き方改革の推進においては、「働きやすさと働きがいの向上」の実現を目指し、制度充実・モチベーション向上等の多角的な視点

から取組を実施していきます。

取組29 総人件費の抑制 【所管課】総務部 人事戦略課

取組項目
第１次実行計画

備考
R7 R8 R9

取
組
目
標

• 働き方改革の推進等
（時間外勤務の抑制を含む）

• 職員の配置見直し

取
組
実
績

目標効果額（百万円） 百万円 百万円 29.5百万円 累計 29.5百万円

実績効果額（百万円） 百万円 百万円 百万円 累計 百万円

財政ロードマップの取組（特に、取組方針Ⅳの取組）による総人件費の抑制

（参考）10年間の財政効果見込額 （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 累計 財政効果見込額の考え方

0.0 0.0 29.5 55.5 111.0 111.0 173.0 173.0 228.5 286.3 1,167.8
・R16までに時間外勤務を50％削減（R7比）
・R16までに職員数を５％程度削減（R7比）

現状把握・方針決定
取組準備

配置見直し


